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本研究では、米国テキサス州オースティン市を自転車振興都市の事例とし，多様な自転車利用者を抱え

る都市の視点から自転車政策を研究した。１）市内在住のサイクリスト35人とのインタビューから7つの

重要なサイクリスト・グループ（コミューター，インビザブル，バイク・ワーカー，スポーツ（ロー

ド），ソーシャル，マウンテンバイク、キッズ）の存在が確認された。各グループはデモグラフィック

（年齢，収入，人種など），文化・価値観，地理的な活動地区，行動形態が異なっていた。２）同市の

自転車計画書を研究し，多様なサイクリストのニーズを施設整備など様々な施策に反映することの課題と

方法を研究し，効率的な投資とベンチマーク選択の課題にも触れ，自転車振興都市の政策を議論した． 

 

     bicycle policy, bicycle facility, bicycle culture, bicycle trip purpose, diversity 

 

 

1.  本研究の背景と目的 

 

最近の自転車政策に重要な課題の一つは、自転車利用

の目的とニーズの多様化1)に対応することである．ママ

チャリ2)など通勤・通学や買い物など日常生活の移動・

運搬、健康やレジャー目的のスポーツサイクリング、放

置自転車対策・環境負荷を軽減する持続可能な交通政

策・観光振興策などで増加する自転車レンタル・シェリ

ングなど、多様な自転車利用を活用するまちづくりを推

進する機運が高まっている．国土交通省によれば日本の

自転車保有台数は2013年時点で自動車保有台数と同程度

の約7,200万台で、人口１人あたり0.67台であり1)、自転

車先進国のオランダ・ドイツ・デンマークに近いレベル

である．一方で、歩行者との自転車事故や放置自転車な

どネガティブなイメージがあり3)、地方自治体による総

合的な自転車環境整備が遅れていたが、2013年までに

117市区町で自転車計画を策定された3) ．自転車利用環

境の総合的な整備を目指し、自動車利用（通勤通学者

数・走行距離）や安全な自転車道路とそのネットワーク

距離の増加などを目標した自転車政策の計画・実施され

ている4) 5)．本研究では、自転車振興策を成功させるため

に、さらに多様なニーズを持つ自転車利用者に対応した

自転車政策作りを支援するために、通勤通学目的の交通

手段、健康目的のスポーツ・、社交目的のレクリエーシ

ョンなどを異なる目的とニーズを要する自転車利用者を

抱える一つの米国の都市を事例とし、自転車利用者の実

態と自転車計画の施策の関係を研究した． 

 

2.  既存研究と自転車計画について 

 

自転車利用の促進と自転車政策に関連する先行研究は、

交通とスポーツやリクリエーションの目的別の利用者、

あるいは特定のの動向研究が多い．Handyらは6)、交通

目的の自転車利用の動向と政策の先行研究をレビューし、

主な研究対象内容が利用者の動向、戦略的な政策要因

（距離、インフラ、アクセス、用具、費用、個人特性、

社会環境）、自転車のメリットであることを報告した．

中嶋らは7)、スポーツ自転車の利用者へのヒアリングを

行い、ハイ、ミドル、ローのユーザーレベル別、単独型

と同行型別の意識分析からサイクリング拠点・駐輪ラッ

ク・サイクリングコースなどのインフラ整備、イベン

ト・コースマップ整備・コミュニティ形成などの自転車

利用増進の施策を提言した．一方で、Santosら6)、多様

な集団の複数目的・複数モードのニーズを考慮して、関

係者の協力を得た複合的な自転車政策の必要性を提言し

た。Saelensらは6)、交通とレクリエーションの異なる自
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転車利用者対する政策の作成には、収入・年齢・性別な

どの個人特性だけでなく、物理的な近隣環境や走行空間

の集積度、連続性、安全性・景観・勾配などを研究する

ことの必要性を提言した．鈴木らは8)、自転車通行空間

整備のガイドラインの検討のために、金沢市内で自転車

走行空間の幅員と走行速度の関係を研究し、20代から50

代の自転車利用者と約24キロメートルを走行するモニタ

ー調査を、一般自転車（クロスバイク等のスポーツ車、

ママチャリ等のシティバイクk、小径車等のコンパクト

車）と特殊自転車（マウンテンバイク、ロードレーサ

ー）などの多様な種類の自転車で実施した． 

自転車政策担当者に対する学術研究の利用価値に対し

てHandyらは6)、学術研究の情報の深さが足りない場合

や分析が難しく実務者が理解できない場合が多く、結果

的に研究調査の事実や証拠に基づかない政策を実施し、

成果が上がらずに、貴重な資源を無駄している場合が多

いと議論した．国内の自転車政策に海外事例研究の参考

にすることに対して、自転車都市の先進国と称されるデ

ンマーク、オランダ、ドイツなどの欧州の自転車都市の

事例研究が多い中で、米国の自転車政策と計画制度を研

究した屋井らは10)、長い歴史を持たない自転車後進国

である米国では、近年連邦政府が国レベルの政策を整備

した結果、地域の政策と連携の議論が可能なったことで、

米国の事例研究の意義を述べている． 

 

3.  オースティン市と自転車政策 

 

本研究の対象となるオースティン市は、IT産業、行政

機関、大学、音楽産業に支えられて成長中の人口約80万

の米国テキサス州の州都で、健康的なアクティブなスポ

ーツとレクリエーションを好む多くの市民が参加するサ

イクリングやランニング活動が非常に盛んな都市である．

一方で、交通手段としての自転車利用者率は、まだ市全

体で2パーセント、市中心部で5.5パーセントで、欧州や

日本などの先進国の自転車都市と比較すれば低いレベル

だが、近年は環境保護意識が高いリベラルな市民団体、

行政、公共機関、市民団体が協力し、可能なことから積

極的な自転車振興策を推進してきた．その結果、2009年

に126マイルだった自転車道路ネットワークが、2014年

には210マイルまで拡張した．歴史的には、同市の最初

自動車計画は1972年に作成された．そして、1980年まで

に約28マイルの自転車レーンの設置、1981年に約百万ド

ルの自転車債権の発行で資金調達、1980年代後半には総

合計画と一緒に自動車計画が作成された．1990年代には

自転車専用のベロウェイ開設、自転車地図の発行が実現

した．2009年版自転車計画の改訂作業として、2014年版

自転車計画の作成作業を2012年8月から開始し、2014年

11月に採択した．「全ての年齢と能力の人の交通・フィ

ットネス・楽しみのための自転車を快適かつ安全に乗れ

る場所(8 to 80)」をビジョンとして掲げ、2012年に35年ぶ

り採択された同市の新しい総合計画「イマジン・オース

ティン(Imagine Austin)」の実現への貢献を主目的とし、

「自転車利用者だけでなく、コミュニティ全体にメリッ

トを与える」ことを目指した。初めて作成された2014年

版アーバン・トレイルズ計画書とも並行作業で連携した

内容で作成した． 

 

4.  研究方法 

 

本研究は、自転車振興都市の事例対象となるオーステ

ィン市の自転車政策を、多様な自転車利用者の視点から

研究するために、まず市内の自転車利用者への先行イン

タビューを行い、次に同市の2014年版自転車計画書を研

究する２つのステップで行われた． 

 

(1)  市内の自転車利用者の先行調査 

オースティン市民内の主な自転車利用者グループ

（マーケット）の存在を浮き彫りにし、そのグループの

特性とニーズを把握するために、研究者が自由回答形式

による約30分から45分間のヒアリングを実施した．被験

者の採用は、サイクリング協会や自転車関連の市民団体

に属するサイクリストのネットワークから開始し、雪ダ

ルマ方式で18歳以上の男女合計35人を、交通目的、スポ

ーツやレクリエーション目的、その他の目的の自転車利

用者をバランスよく有意サンプリング都市て選定した．

ヒアリングのタイミングは、新しい施策の影響を受ける

前の時期を設定し、2014年版自転車計画書の調査・作成

より1年半から5か月先行した時期の2011年2月から2012

年5月の1年3カ月間に実施した． 

 

(2)  2014年版自転車計画書の研究 

オースティン市が施行後に情報公開した2014年版自転

車計画書（2014 Austin Bicycle Master Plan）の対象と施策の

内容を、先行調査で発見した各自転車利用者グループ

（マーケット）の特性とニーズと比較検討し、自転車計

画書（政策）の対応関係を研究調査した．必要に応じて、

2014年版自転車計画書と連携している2009年版自転車計

画書、2012年版総合計画、2014年アーバン・トレイル計

画書を参照した． 

 

5.  調査結果 

 

(1)  7つの自転車利用者のマーケット 

ヒアリング調査の結果、表-1のように7つのサイクリ

スト・グループの存在が確認された．各グループは自転

車利用目的、個人特性のデモグラフィック（年齢・性別、
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収入、人種）、理想とする自転車施設、自転車走行する

地区、自転車タイプ、自転車振興への課題・要望、サイ

クリストとしての文化・価値観が異なっていた． 

a)  コミューター 

通勤・通学目的の交通手段として自転車を利用し、サ

イクリングスキルの初心者が多く、大学生年代から30代

が中心のグループである．仕事先のダウンタウンや大学

キャンパスを目的地とし、一人で走行し、勾配差が小さ

い平坦で、目的地への最小距離の安全なルートを好む。

市郊外から市の中心部に安全にアクセスできる自転車道

路が限られているため、上級者以外は短距離の走行が多

い．シャワーや盗難を防ぐための駐輪施設へのニーズが

ある．利用する自転車のタイプは多様で、ロード、クロ 

 

表-1 自転車利用者の７つのグループ 

 

スバイク、ヨーロッパ型シティバイク、変速機がない

フィクシ―などである。環境保全意識が高く、自動車の

運転が少ないか、敵対心を持つ場合が少ない． 

 

b) インビザブル 

ヒスパニック系移民、難民、生活困難者など低所得の

労働者で、仕事や生活に不可欠な交通目的で自転車を利

用するグループ．一般的には認知度は高くないが、サイ

クリストと自転車振興団体の関係者の間では、支援が必

要なサイクリストとして、その存在を認知されているグ

ループである。自転車計画書では、彼らを含む低所得者

の居住する地区への自転車のアクセス、無料自転車への

アクセスの必要性が述べられているが、具体的な情報記 

 

 

 

初心者

コミューター インビザブル バイク・ワーカ
ー

ロード ソーシャル マウンテン キッズ

年齢・
性別

20代・30代・大
学生・男女

中年以上・男性
、20代・男女

大学生以上の
大人

20代後半から
中年・男性イメ
ージ強いが女
性もいる

高校生以上の
大人・男女

幅広い・家族あ
り・男女

小学校から高
校生・男女

収入 低い、低くない 低い 仕事による 高収入者多い 幅広い 不明 ①低い、②高い
（学区による）

人種 白人多い ヒスパニック移
民、難民、生活
困難者

白人多い、少
数化あり

白人多い 全て 不明 ①少数派多い
、　②白人多い

レベル 初心者多い、
ベテランあり

不明（初心者あ
り）

上級者多い 中上級者 全て 中級以上が多
い

初心者

施設 平坦な道路・目
的地到達に近
道・一人走行・
安全な道路・シ
ャワー・駐輪場

情報なし 平坦な道路・運
搬に適当な場
合・様々なスピ
ード・スペック

長距離・高速・
勾配差・景観

グループ・並行
草稿

オン・ストリート
は安全の場合
のみ

自動車が少なく
安全・自宅から
学校まで連続・
集団引率対応

地区 大学周辺・ダウ
ンタウンにアク
セス良い

低所得者地域
を含む

ダウンタウン、
市の中心部、
大学周辺、イベ
ント娯楽飲食施
設周辺

ダウンタウン、
ウェスト地区他
、移動は車の場
合あり

通常は自動車
走行中心の道
路も含む・沿道
に商業施設とレ
ジャー施設

公園・森林・練
習場での活動、
移動はサイクリ
ング、または他
の交通手段

①イースト地区
他、②高級住
宅地

課題・
要望

安全・ルールと
マナー・自転車
調達・ヘルメット
・ライトが問題、
黒人には白人
と開発の象徴、
低所得者イメー
ジ、教育必要

低コストのアク
セス・自転車調
達・貧乏人イメ
ージ・社会的認
知欠如

安全・勾配と渋
滞が苦手あり・
規制・怪我・仕
事の需要

チャレンジでき
るルート・安全・
スキルアップ

安全・自由と秩
序のバランス

活動場所の保
全・確保・アク
セス

安全・コスト・教
育・普及・家族
が自転車送迎
問題

文化・
価値観

環境意識・ヒッ
プスター

生活に不可欠・
労働

サイクリング好
き・誇り・起業家
精神あり

高速・長距離・
高級自転車・用
具・服装・練習
熱心・健康志向

社交的・リベラ
ル・自由・集団
で道路占領・楽
しい・自慢・政
治的な関心あり
・自転車が好き

MTBは森林・環
境保全、ボラン
ティア精神

①両親が仕事
、②親の過保
護

目的・
タイプ

交通 レクリエーション
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載は限定されている．低所得層の中で自転車利用率が

低い、アフリカ系アメリカ人では含まれていない。 

c)  ワーカー 

自転車タクシー（Pedi Cab）、飲食店など自転車によ

る配達、警察・パークレンジャー業務など仕事で、 

昼間や夜間など決まった時間帯に自転車を利用するグル

ープ．重量が大きい運搬する業務用自転車は、幅員が広

い自転車で、遅い速度で走行し、勾配を避け、地理的な

業務の担当地区が決まった商業集積地区やイベント開催

を起点に走行するが、警察やパークレジャーはスポーツ

自転車で、担当地区の道路やトレイルを走行する． 

d)  ロード 

市内で最も自転車利用者人数が大きいグループで、健

康志向が高く、スポーツやレクリエーション目的で市内

をツアーする．高速のスピードで、20マイル以上の距離

を走行し、個人で走行もするが、自転車ショップ、自転

車クラブなどのツアーにリーダーやインストラクターが

引率する数人から20人ぐらいのグループ走行に参加する

ことがあり、週末や仕事後の時間に走行することも多い．

ある程度勾配差や景色などへのニーズがある。安全な自

転車道路のアクセスがない限りは、自動車を運転して通

勤通学する場合が多く、コミューターほど環境保全意識

が高くない．ロードバイクだけでなく、ハイブリッドの

クロスバイクなどの利用者、トライアスロンの参加者も

含まれ、高額な自転車を購入できる高収入者が多い． 

e)  ソーシャル 

オースティン市名物の他のサイクリストとの社交を目

的としたグループ。「サーズデ―・ナイト・ライド」と

称する毎週木曜日の夕方に年齢・人種・収入層・サイク

リストのタイプ・能力レベルを超えた数百人の市民サイ

クリストが、公園や自転車専用橋などにソーシャル・サ

イトの情報で集合し、自転車道路だけでなく、通常は自

動車が中心に走行している道路を道路幅にいっぱい占拠

し、並列に集団自転車走行することが象徴的なイメージ

になっていて、グループ走行の前後・合間に沿道の公

園・飲食・商業施設などの立ち寄ることは、自転車振興

や地元住民の活性化に貢献し、多くの市民や市民団体か

がポジティブな存在とらえて、憧れや誇りを持っている

ために、行政や警察も関係づくりをしている。 

f)  マウンテン 

スポーツ目的のマウンテンバイクをオフロードのトレ

イルや森林公園で楽しむ自転車利用者のグループ．トレ

ーニングのために自動車で練習場所や通勤通学に自動車

を利用する場合もあるが、安全な自転車道路がない場合

は、車で移動することも多い。活動場所の森林や公園の

保全のボランティアに参加するなど環境保護意識は高い。

ＢＭＸやクロスなどマウンテンバイク利用者以外にも、

スポーツ目的の異なる自転車利用者の活動が確認された

が、グループとしての十分な情報が入手できていないが、

マウンテンとは異なる練習場所、特徴、部員がある． 

g)  キッズ  

小学校から高校年代までのサイクリング・スキルの初

心者が多いグループで、交通目的での学校への通学、レ

クリエーション目的の近所の回遊などで自転車を利用す

るグループ．近年の都市化とモータリゼーションで、自

転車に安全な道路が激減し、自転車に乗れない・親が乗

ることを反対する家族が増加し、学校まで自動車で送り

迎えを好む親がいて、昔より通学の利用者が減少してい

る．通学には自宅から学校まで完全に安全にアクセスで

きる自転車ルートを求める親や教師が多く、大人が引率

する集団自転車通学プログラムを実施ているが学校も少

なくない． 

 

(2) マーケットと施策の対応 

a) 2014年自転車計画と利用者グループ対応 

2014年版自転車計画では２つの大きなビジョンを打ちだ

している．一つ目はオースティン市を「8歳から80歳ま

での全ての年齢と能力の人が交通・フィットネス・楽し

むために自転車を快適かつ安全に乗れる場所」にするビ

ジョン．このビジョンから具体的な施策を作成すれば、

先行調査の全ての７つ自転車利用者グループに対応した

理想の政策を実施できるはずだが、表-2にまとめたよう

に、グループにより具体的な施策が対応している状況が

ことなっている。全般的に自動車の代替交通として利用

率を向上する方針で、特に通勤通学の自転車利用者を支

援する施策で「ダウンタウン（セントラル・ビジネス地

区と大学地区）への1日あたり自動車2万トリップ削減す

る」「短期間で自転車利用実績を出す投資費用回収効果

の高い距離の短いトリップに連略的投資」をするなど、

コミューターやキッズのメリットがある施策が多かった．

表-3のように、自転車計画が自転車施設の設計や利用に

想定したサイクリスト・デザインは、通勤するサイクリ

ストを中心に設定していた．業務の仕事で自転車を利用

するワーカーは、サイクリスト・デザインに荷物運搬用

自転車が含まれていたり、業務が多い市内の中心部が関

わる施策である程度対応されていた。しかし、同じ交通

目的でも生活に低コストの自転車が必要なインビザブル

のグループにはほとんど対応でいない。これは、総合計

画や自転車計画の「公平」という方針とは矛盾している

のは、低所得者の住む地区で活動するインビザブルに対

応するには経済的な投資効率が低いことが原因である。

また、ロードなどレクリエーション目的の自転車利用も

ビジョンなどでは、自転車計画の対象として位置付けれ

れているが、ロードやマウンテンを直接的な対象とした

施策がほとんどない。スポーツ目的の自転車は、総合計

画の柱になっている環境保全、健康、所得が低くて暮ら
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せる街づくりに完成するにもかかわらず、戦略的に優先

度が低い。2014年版自動車計画書と並行作業で連携する

アーバントレイル・マスター計画書が作成されたが、オ

フロードのトレイルが自転車道路と一緒に自転車ネット

ワークに組み込まれた。しかし、これは、レクリエーシ

ョン目的ではなく、通勤通学の交通目的の利用者の市内

のアクセルを向上されることを目的としている。 

2009年版自動車計画書と比較すると、総合計画との連携、

交通目的を重視する施策、投資額と利用者増加の効率、

自転車都市のベンチマークを米国非営利団体のリーグ・

オブ・アメリカン・バイスクリストのバイスクール・ブ

レンド―・コミュニティ―の基準から、オランダなど自

転車都市をロールモデルに変更し、さらに、地元出身の 

ツールドフランスの元優勝者であるランス・アームスト

ロングのスキャンダルで、レクリエーション目的の自転

車利用を活用した地元の活性化に多少ネガティブなイメ

ージがついたたことに対する尊敬が下がった影響もある

ようである。 

 

表-2 自転車計画と 7つのマーケットの対応関係 

 

グループ 施策の対応 

コミュー

ター 

〇 政策全般で最もよく対応されているグルー

プ、主要な対象者 

〇 市の中心部など短い距離の通勤に必要な自転

車道への優先投資 

〇 大量輸送と高速移動が可能なネットワークを

代替交通として確立 

〇 アーバントレイルの組み入れで、完全な自転

車ネットワークを実現 

インビザ

ブル 

△ 総合計画と自転車計画で、公平(equity)が明

記されているが、実際の施策で低所得者の居

住地区への施設投資の優先順位は低い 

✖ 居住地区と低所得者の項目以外に関連する情

報の記載なし 

✖ 安価な代替交通手段の自転車シェアへの地理

的にアクセスができない 

ワーカー 〇 施設の優先投資される市の中心部は、重要な

活動地区 

〇 自転車施設でデザイン設定に荷物運搬用自転

車を考慮 

✖ このグループの多様な利用者プロファイルや

職種の記載なし 

ロード △ レクリエーション目的の利用者は、ビジョン

や目的に多少記載があるが具体的な施策に記

載がなし 

△ 交通目的の自転車施設の投資は、共用できる

ルートとデザイン設計の場合は利用可能 

✖ このグループの走行距離・勾配・景観などの

具体的なニーズの検討なし 

ソーシャ

ル 

✖ 市民に最も認知度が高いグループであるが、

全く記載がさえない 

✖ この実在するグループの走行や施設に対する

ニーズが、計画書の環境分析に全く記載なし 

✖ このグループの特徴である走行時に沿道の公

園・飲食・商業施設などの立ち寄ることは、

自転車振興やまちづくりに役立つ情報だが、  

全く記載がない 

マウンテ

ン 

✖ 全く記載がない 

✖ オフロードだけでなく、通勤や活動場所まで

の移動時に通常の自転車ネットワークを利用

するが、そのニーズの検討なし 

△ 公園への自転車ネットワークのアクセスは、

居住地区または活動地区へのアクセスを改善

する場合があり 

キッズ 〇 ビジョンや施策で、子供や学校が対象 

〇 自動車・歩行者から分離で保護された安全な

自転車レーンは、自転車通学を推進 

〇 学校周辺や学校を対象にしたソフトの自転車

振興プログラムあり 

△ 学校対象の施策は、政治で選択された学校の

みで実施、メリットは一部の学校のみ 

〇 静かで気持ちよい近所の道路を自転車ネット

ワークの接続 

〇 自動車のスピード交通量を減らす道路装置 
注：〇主なメリットの対象、△条件次第のメリット、✖メリッ

トが少ない 

 

表-3 自転車計画が想定したサイクリスト・デザイン 

人 全ての年齢(8才から 80才)と自転車スキル 

スピ

ード 

時速10-15 miles (16-24 km)の通勤サイクリスト 

時速5-20(8-32 km)マイルの場合あり 

幅員 一方通行の保護された道路 8 ft.（2.43 m） 

両面通行の場合は10 ft.（3.05 m） 

追い越し・並行走行は可能な場所のみ 

将来の大きな交通量予測される場合は考慮 

横断

時間 

子供と老人が横断できる時間 

自転

車 

折り畳み自転車、タンデム(2人乗り)、 

運搬用自転車が走行可能 

出所：「2014 Austin Bicycle Plan」を研究者がまとめる 

 

 

2012年に35年ぶり採択された同市の新しい総合計画「イ

マジン・オースティン」の仕事の創出、環境保護など8

つの項目実施の支援を主目的とし、「自転車利用者だけ

でなく、コミュニティ全体にメリットを与える」大きな

方針転換をした．自転車計画は総合計画が一体化して、

全市民の生活の質の質を上げるため相乗効果を上げるた

めに好ましいが、自転車利用が生活や仕事に不可欠なイ

ンビザブルやバイク・ワーカーに対応する具体的な目標

値や施策が明記されていない． 

 

5. 今後の研究 

 

通勤通学の交通手段、健康のスポーツ、社交のレク

リエーションなどを多様な目的とニーズの異なる自転

車利用者グループの視点からの研究は限定されている．
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今後は、異なるスピード、道幅、勾配、環境などのス

ペックの自転車施設を実現するために必要な施策につ

いて議論したい．ベンチマークの選択、効率的な投資

の追及、都市の総合計画との連携が、多様な自転車利

用者対応した自転車政策作り実現に与える影響につい

て研究したい。． 
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